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様式第１号（第２条関係）
年　　月　　日
　舟橋村長　宛て
申請人　　住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
連絡先ＴＥＬ　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　　　

固定資産税課税免除申請書

　舟橋村地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化のための固定資産税の課税免除に関する条例第２条の規定による固定資産税の課税免除を受けたいので、同条例第３条の規定により、次のとおり申請します。

１　業種名
(1)　当該集積業種
□　環境・エネルギー関連産業
□　ものづくり関連産業
□　医薬・バイオ・健康生活関連産業
□　情報サービス関連産業
□　物流関連産業
(2)　日本標準産業分類（分類番号　　　　　　　　　）
(3)　主要製品（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　投資額
(1)　土地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
(2)　家屋　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
(3)　構築物　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　　　　　 　合　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　円




３　土地
(1)　登記内容
	大字
	小字
	地番
	地目
	面積（㎡）

	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　


(2)　当該土地の取得年月日　　　  　　年　　月　　日


４　家屋
(1)　登記内容
	主たる建物
又は附属屋
	種類
	構造
	床面積（㎡）
	登記原因及び
その日付

	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
	　
	　
	　
	　
	　


(2)　当該家屋の工事着手年月日　　　　年　　月　　日
(3)　建設工期　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　　～　　　年　　月　　日

５　構築物
	種類
	数量
	耐用年数
	取得時期
	取得価額（円）
	場所

	　
	　
	　
	　
	　
	別添平面図に記載

	　
	　
	　
	　
	　
	別添平面図に記載

	　
	　
	　
	　
	　
	別添平面図に記載



６　添付書類
　(1)　地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律（平成19年法律第40号）第13条第４項の規定による承認を得た地域経済牽引事業計画の写し
　(2)　土地の登記事項要約書
　(3)　家屋の登記事項要約書
　(4)　家屋の配置図及び平面図（２部）
　(5)　建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第１項に規定する確認済証及び同法第７条第５項に規定する検査済証の写し
　(6)　資産台帳の写し（家屋及び構築物の明細が記載されたものに限る。）
　(7)　構築物の場所を記載した平面図
　(8)　その他村長が必要と認める書類

（記載上の注意）
　※１‐(2)の分類番号には、日本標準産業分類に掲げる小分類により記載すること。
　※３‐(2)の取得年月日には、所有権移転契約の日を記載すること。
　※４‐(2)の工事着手年月日には、埋立工事、造成工事、基礎打ち作業等のうち最初の作業を始めた日を記載すること。
